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Company Attitudes toward Employment of Foreign Students:  
A Survey in Nagasaki Prefecture 
KUWATO Takako, IWASHITA Masumi, TADA Miyuki and LIU Uei 
 
Summary 
We conducted a questionnaire survey on foreign student employment in Nagasaki Prefecture. 
Our findings are as follows: (1) companies are generally willing to employ foreign students, (2) the job types 
requiring high language skills are ranked among the top, (3) more emphasis is placed on Japanese 
language proficiency than on English. However, the Japanese proficiency level required in Nagasaki is 
lower than the result of DISCO’s survey (2018a). The results of the survey using Liu and Sugihara’s 
questionnaire (2016) show that (1) “the fundamental competencies for working persons” resulted in high 
scores, especially the ability to function in a team was very high, (2) “the bachelor's degree-level academic 
ability” scored lower than “the fundamental competencies for working persons” and (3) applicants’ 
“attitudes, directionality and teamwork” aspects are more highly evaluated than their “knowledge, 
comprehension and multipurpose skills” when companies in Nagasaki Prefecture employ foreign students. 
We also compared our results with that of Liu and Sugihara (2016) and found similarities and differences. 
 
keywords：（employment of foreign students, questionnaire survey, bachelor's degree-level academic ability  













2019 年 5 月には、優秀な人材の定着促進と外国人留学生
（以下「留学生」とする）の就職の機会拡大を目的とし





























































経済研究所が 2018 年 8 月に実施した調査（長崎経済研究
所 2018）と長崎県が 2018 年 11 月から 2019 年 3 月にか
けて県内 1,828 社を対象に実施した「外国人材の雇用に
関するアンケート」（回答 754 社）がある（長崎県若者



































2008 年に留学生 30 万人計画が策定されて以降、日本
国内の留学生数は急激に増加している。日本学生支援機
構の調査（日本学生支援機構 2019）によると、2018 年
の留学生数は 298,980 人に達し、前年と比べ 31,938 人
（12.0%）増加している。出身国別に見ると、最も多い
のは中国の 114,950 人で全体の 38.4％を占めている。次
いでベトナム 72,354 人（24.2％）、ネパール 24,331 人
（8.1％）、韓国 17,012 名（5.7％）であった。 
長崎県の留学生数は、図 1 に示すように 2018 年は
2,062 人で、前年の 1,914 人より 148 人増加し、最も多







の調べによると、2019 年 5 月 1 日現在の長崎県の留学生
数は日本語学校および専門学校を除き、1,568人で、最も
多いのは中国の 649 人（41％）で、次いで韓国 202 人
（13％）、ベトナム 173 人（11％）、ネパール 93 人
（6％）である。韓国からの留学生数は長崎県においては





図 1 長崎県の留学生数の推移(人) (各年 5 月 1 日現在) 
（出所）日本学生支援機構「留学生在籍状況調査結果」 






















2,228 人（9.9％）、神奈川県 1,278 人（5.7％）、愛知県












2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018











（長崎労働局 2018）によると、2018 年 10 月末時点の外
国人を雇用する事業所数は 1,174 社で、2008 年度の調査
開始から現在までで最も多く、前年に比べ 13.6％増加し
ていた。一方、外国人労働者数は 5,433 人で、前年より
2.6％減少したものの、2013 年の 3,027 人の約 1.8 倍、
2008 年の 2,131 人の約 2.5 倍と、5 年前や 10 年前と比べ
ると大幅に増加したことがわかる。さらに、過去 3 年間
の県内外国人労働者数の推移を見ると、2016 年が 5,410






であり、前年より 25.5％増加している。また図 2 は 2012




































科学省が提唱する「学士力」（4 領域 13 項目）と経済産
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 調査対象企業は県工業連合会企業 170 社と、ながさき
県内就職応援サイト N ナビ（以下、N ナビとする）（注２）
に登録されている企業 460 社、合計 630 社の長崎県内の
中小企業であった。 
2019 年 2 月 15 日の時点で、N ナビには 1,564 社が登










調査は 2019 年 5 月中旬から 2019 年 8 月下旬にかけて
行われた。5.3.1 により抽出した長崎県内企業 630 社を対
象にアンケート用紙を郵送し、返信用封筒を用いた郵便
での返送によって回収した。630 社のうち 249 社から回
答が得られた（回収率 39.5％）。そのうち、企業の所在
地が長崎県以外のものが 2 社あった（福岡市 1 社・久留
米市 1 社）。本調査は、長崎県内企業を対象としたもの
であるため、その 2 社を除外した。また、回答に不備が






















図 3 職員数（％） 
 
 
図 4 職員の平均年齢（％） 
 




歳～49 歳が 54.3％と最も多く、次いで 35 歳～39 歳が
35.4％であった（図 4 参照）。図 4 から、本調査で回答
が得られた企業では 35 歳〜49 歳の年齢層の社員が企業
の主戦力となっていることが窺える。大卒職員の割合
は、大卒職員の割合が 50％未満の企業が全体の 8 割を超
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 長崎県における留学生雇用に関する意識調査 47 
終学歴」について聞いた。 
留学生を採用した際の職種は「翻訳・通訳」と「販
売・営業」がそれぞれ 11 社で、最も多かった（表 2 参
照）。次に多かったのは「設計」と「技術開発」で、そ






表 2 採用留学生の職種（社）（注 3）複数回答可 
翻訳・通訳 11 貿易業務 2 
販売・営業 11 情報処理 1 
設計 5 広報・宣伝 1 
技術開発 5 一般事務 1 










が 3 社、ビジネス日本語能力テストが 2 社であった。日
本留学試験、J.TEST、TOEFL は 0 社で、これらを資格
として求めている企業はみられなかった。 
留学生に求める語学資格のレベルについて聞いたとこ
ろ、日本語能力試験では N2 が 11 社で最も多く、次いで











表 3 留学生に求める語学資格（社） 複数回答可 
JLPT 日本語能力試験 16 
TOIEC 3 
BJT ビジネス日本語能力テスト 2 
その他 9 



















本調査では、N1 と回答した企業は 5 社しかなく、N2 レ









表 1 留学生の採用形態（社）複数回答可 
正規社員 67 パート・アルバイト 28 
期間社員 15 実習生 19 
派遣社員 3 その他 1 
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表 4 採用した留学生の最終学歴（社）複数回答可 
大学 26 短期大学 0 
大学院 5 海外の大学・大学院 1 













省が提唱する 3 領域 12 項目からなる「社会人基礎力」と






















たところ、有意差は認められなかった（χ2  (3) = 1.54, p 
>.05）。 
  
表 5 社会人基礎力（企業が求める能力） 各評定値の割合と平均評定値および標準偏差 
領域 項目 















1.主体性 0.0 % 0.0 % 4.0 % 58.7 % 37.2 % 4.33（0.55） 
2.働きかけ力 0.4 % 2.2 % 21.1 % 62.3 % 13.9 % 3.87（0.68） 
3.実行力 0.0 % 0.4 % 6.3 % 56.5 % 36.8 % 4.30（0.60） 
2. 
考え抜く力 
4.課題発見力 0.4 % 2.2 % 9.9 % 65.9 % 21.5 % 4.06（0.66） 
5.計画力 0.0 % 0.9 % 10.8 % 69.1 % 19.3 % 4.07（0.58） 
6.創造力 0.0 % 1.3 % 26.5 % 55.6 % 16.6 % 3.87（0.68） 
3. 
チームで働く力 
7.発信力 0.0 % 0.0 % 2.7 % 54.3 % 43.0 % 4.40（0.54） 
8.傾聴力 0.0 % 0.0 % 3.1 % 49.3 % 47.5 % 4.44（0.56） 
9.柔軟性 0.0 % 0.0 % 7.2 % 60.5 % 32.3 % 4.25（0.58） 
10.情況把握力 0.0 % 0.0 % 7.6 % 62.8 % 29.6 % 4.22（0.57） 
11.規律性 0.0 % 0.0 % 1.8 % 32.3 % 65.9 % 4.64（0.52） 
12.ストレス 0.0 % 0.0 % 15.2 % 61.0 % 23.8 % 4.09（0.62） 




































働きかけ力」：χ2   (4) =21.71, p <.05；「6.創造力」χ2   






























られなかったが（「8.自己管理」：χ 2   (3) = 2.75, p 
>.05；「10.倫理観」：χ2   (3) = 6.93, p >.05）、「3.コミ
ュニケーションスキル」については有意差が認められた
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語を求めている企業が多いのに対して、日本人学生には
外国語力の必要性について明確な判断が出ていないこと







が（「4.数量的スキル」：χ2   (4) = 5.59, p >.05；「5.情
報リテラシー」：χ2   (4) = 4.79, p >.05）、「2.人類の文
化・社会と自然」については有意差が認められた（χ2   




















表 6 学士力（大学が育成する能力）各評定値の割合と平均評定値および標準偏差 
領域 項目 















1.多文化・異文化 1.3 % 4.0 % 18.8 % 63.2 % 12.6 % 3.82（0.75） 
2.人類の文化・ 
社会と自然 





0.0 % 0.9 % 7.6 % 53.4 % 38.1 % 4.29（0.64） 
4.数量的スキル 0.9 % 6.3 % 36.3 % 46.6 % 9.9 % 3.58（0.78） 
5.情報 
リテラシー 
0.9 % 6.3 % 34.1 % 48.9 % 9.9 % 3.61（0.78） 
6.論理的思考力 0.4 % 2.2 % 22.4 % 62.3 % 12.6 % 3.84（0.67） 
7.問題解決 0.0 % 0.4 % 15.2 % 65.0 % 19.3 % 4.03（0.60） 
3. 
態度・志向性 
8.自己管理力 0.0 % 0.0 % 3.6 % 55.2 % 41.3 % 4.38（0.55） 
9.チームワーク 0.0 % 0.4 % 14.8 % 59.2 % 25.6 % 4.10（0.64） 
10.倫理観 0.0 % 0.0 % 7.6 % 52.0 % 40.4 % 4.33（0.61） 
11.社会的責任 0.4 % 0.0 % 14.3 % 58.3 % 26.9 % 4.11（0.66） 






0.0 % 0.0 % 12.6 % 67.7 % 19.7 % 4.07（0.56） 







































































































































（注２）ながさき県内就職応援サイト N ナビ 
https://n-navi.pref.nagasaki.jp/ 
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